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建設リサイクル法に関する
パトロールの実施について

－岡山県　岡山市　倉敷市　津山市　玉野市　笠岡市　総社市　新見市－

　「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサイクル法）は、循環型
社会形成と生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的としてい
ます。
　建設リサイクル法について、事業者や県民の理解と認識を深めるとともに、建築物
の分別解体や建設工事に係る再資源化等の徹底を図るため、県内一斉パトロールを年
２回実施しており、本年１回目を６月に実施します。
　会員の皆様方におかれましても、建設リサイクル法をあらためて遵守いただきます
ようご協力をお願いいたします。
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（「私たちの主張」（作文）を募集）
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建設業景況調査とは
・「建設業の景況調査」は、建設業の景気の現況と先行きを総合的に迅速かつ的確に把握することを

目的としています。
・「建設業景況調査結果」は、建設企業に対して実施した景気等に関する意識調査の結果を集計した

ものです。
・調査時期は、毎年３、６、９、12月です。
　　例：６月調査の場合、今期実績は４～６月、来期見通しは７～９月分です。
・データは「全国版」と「西日本各ブロック版（近畿・中国・四国・九州）があります。
・全国版は、北海道建設業信用保証㈱、東日本建設業保証㈱と西日本建設業保証㈱３社による合同

調査です。
B.S.I.について
　＜B.S.I.とは＞
　　　景気の先行きをみる上で、企業経営者の意識調査を行うことがあります。この建設業景況調

査は、景気等に関して個々の建設企業の意識調査を行ったものです。そして、この意識調査の
結果を数値化して表したものが、B.S.I.（ビジネス・サーベイ・インデックス＝景況判断指数）です。

　＜B.S.I.の求め方＞
　　　集計結果から、以下の方法によりB.S.I.が求められます。
        【回答企業構成比】
　　　（景況調査集計）（B.S.I.集計）

　＜B.S.I.の見方＞
　　　B.S.I.は「良い」「悪い」などの変更方向別回答数の構成比から全体趨勢を判断するものです。

すべての企業が「良い」と見ている場合、B.S.I.は50、逆は△50、すべてが「変わらず」の場
合は０となります。

　＜季節調整済のB.S.I.について＞
　　　「季節調整済み」とは、季節調整法により、毎年繰り返される季節的な変動を取り除いている

ことを示します。例えば、百貨店の売上げは、社会的慣習である中元や歳暮のシーズンには前
期比で大幅に伸びますが、この伸びは景気回復によるものなのか、あるいは単に中元・歳暮と
いう季節的な変動によるものなのか、よくわかりません。そこで、景気動向の趨勢を見るため
には、この季節的変動を取り除く必要があります。このため、本調査では、このような季節的
な変動をもった調査項目は、季節調整を行って表示しています。

良　　 い
やや良い
変わらず
やや悪い
悪　　 い
合　　 計

良　　 い

変わらず

悪　　 い

合　　 計

10％
15％
45％
20％
10％

100％

25％

45％

30％

100％

B.S.I.
＝（「良い」と回答した企業割合－「悪い」と回答した
     企業割合）×1/2
＝（25 － 30）×1 ／ 2
＝△ 2.5

景況レポート（１月～３月）
西日本建設業保証㈱岡山支店

岡山県下建設業
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　１.  概　　観

Ⅰ. 岡山県の状況

　２.  地元建設業界の景気
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　２.  地元建設業界の景気

　１.  概　　観

中国地区の状況

地元建設業界の景気等詳細につきましては、こちらからご覧ください。
https：//www.wjcs.net/keikyo/
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岡山県下公共工事の動向〈４月分〉

西日本建設業保証㈱岡山支店
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（建退共だより）

建設業退職金共済事業
加入・履行証明書の
発行基準改正について

建設業退職金共済事業の加入・履行証明書（以下、証明書）の発行基準については、電子申請方式に係る

取扱いを新たに定めるとともに、適正履行の確保及び加入・履行状況の確認の強化を図るため、令和４年度

に改正を行いました。

近年の官民一体となった働き方改革への取り組みや建設業の就労実態の変化等に対応するため、令和

６年度より受付けする加入・履行証明願については、現場就労（掛金納付対象）日数に応じた退職給付拠出

額等を負担しているかにより、適正履行を確認する基準に改正を行います。

《発行基準》
1.共済手帳の適正更新について
　「証紙貼付満了による更新手続き」又は「次回更新時期到来による更新手続き」対象の共済手帳がある
場合、更新手続きを適正に行っていること。

2.退職給付拠出額等の総額について
　退職給付拠出額等の総額（①から⑤の合計から⑥を控除した額）が、被共済者の就労日数に見合う額で
あること。

　①電子申請方式において、自社雇用の被共済者に掛金充当した額

　②電子申請方式において、自社雇用の被共済者に元請が掛金充当した額

　③共済証紙購入額

　④前年度から繰り越した共済証紙の金額

　⑤元請から現物交付を受けた共済証紙の金額

　⑥下請に現物交付した共済証紙の金額

3.証紙貼付方式を採用する公共工事について（元請のみ）
　公共工事を受注し、証紙貼付方式を採用する場合は、当該公共工事に係る「工事別共済証紙受払簿」を
工事完成後１年間事務所に備え付けていること。       

4.下請への適正な共済証紙の交付又は掛金の充当について（元請のみ）
　下請を使って工事を行っている事業主については、１から３のほか、下請への共済証紙の交付又は電子
申請方式による掛金の充当が適正に行われていること。

《申請時に必要な主な書類》
決算期間内全てにおいて電子申請方式のみで掛金納付を行っている場合は、③⑤⑥は不要です。

①加入・履行証明願

②共済手帳受払簿（様式第029号）（写）
　令和6年度受付け分については裏面の新様式のほか、旧様式も受付けいたします。 

③共済証紙受払簿（様式第030号）（写）
　令和6年度受付け分については裏面の新様式のほか、旧様式も受付けいたします。 

④発行手数料
　各都道府県支部ホームページでご確認ください。

⑤建退共制度に係る被共済者就労状況報告書（建退共事務受託様式第2号）（写）
　※元請のみご提出ください。
　決算期間内において、共済証紙を交付した最も請負金額の大きい工事に関する報告書を添付してくだ
さい。下請からの共済証紙交付依頼に対して適正枚数の共済証紙を交付し、下請が受領しているかを確認
します。

⑥工事別共済証紙受払簿（様式第032号）（写）
　※元請のみ、建退共からの求めに応じてご提出ください。

⑦出勤簿等（写）
　※②の新様式にて就労日数を記入している場合は原則不要（建退共の求めに応じて提出）。
　共済手帳の更新がない方の出勤状況及び掛金納付対象日を確認します。
　出勤日≠掛金納付対象日の場合、出勤簿等の対象日に印をつけてください。

独立行政法人 勤労者退職金共済機構

建設業退職金共済事業本部
https://kentaikyo.taisyokukin.go.jp建退共本部ホームページ

《申請時に必要な書類や提出方法等についてのお問い合わせ先》

各都道府県支部

共済契約者番号 : 51～97で始まる契約者

検索建退共　支部

建退共本部　相談コーナー

共済契約者番号 : 100で始まる契約者

検索建退共　本部相談窓口
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（様式第０３０号）
（３２０円）共 済 証 紙 受 払 簿

共済契約者名 元請建設株式会社
⑬決算日及び決算期間(　年　月　日）②共済契約者番号

100-9999  2024年4月1日 2025年3月31日～

受入・払出

年　月　日

2024年4月●日

2024年5月●日

2024年6月●日

2024年7月●日

2024年8月●日

2024年9月●日

元請から受入

受　　　 入

購    入
残　 高 備考

下請へ交付

払　　　 出

金融機関名

金融機関名

金融機関名

金融機関名

金融機関名

金融機関名

2025年1月●日

2025年2月●日

2025年3月●日

金融機関名

金融機関名

金融機関名

★銀行

◆信用金庫

▲信用組合

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

300

300

300

元請名

元請名

元請名

元請名

元請名

元請名

元請名

元請名

元請名

●建設

●建設

●建設

●建設

●建設

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分
500

100

100

100

100

55

75

80

55

55

55

100

100

貼  付

下請名

下請名

下請名

下請名

下請名

下請名

下請名

下請名

下請名

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

前決算期（前頁）繰越 300日分

▲電気

▲電気

▲電気

▲電気

▲電気

▲電気

▲電気

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

日分

900

1,100

1,345

1,290

1,235

1,180

790

710

80 530

No.1

決  算  期  間  内
の     合    計

日分

円

日分

円

日分

円⑥ ⑦ ⑧

頁計

累計

頁計
累計

頁計

累計

頁計
累計

頁計

累計

頁計
累計

日分

円

頁計

累計

頁計
累計

384,000
384,000 320,000

320,000288,000
288,000

1,200
1,200

900
900

278,400
278,400

870
870

1,000
1,000 次頁へ

（次年度へ）
転　記

建  退  共  確  認

100

100

100

100

100

100

100

共　済　手　帳　受　払　簿
共済契約者番号

冊目

3

4

4

5

2 2025年1月31日
紛失再発行

2

2 中退共へ通算手続き

8 2024年10月1日採用

件 日分

  

03-6731-2830

名　　称 元請建設株式会社

東京都豊島区東池袋1-24-1

ニッセイ池袋ビル

3名 1

100

2402024年4月1日

487654411 中途　八郎

2024年3月1日

180487654422 左官　七郎

2024年6月20日 通算 2025年3月31日

487654395 設備　花子

2024年4月1日 その他 2025年1月31日

487654365 道路　二郎

2024年3月2日 本人 2024年5月29日

50487654321 建設　四郎

2024年4月1日 返納 2024年6月1日

備考

40

100-9999

487654388 建築　一郎

2024年1月15日 更新 2025年3月1日

260

～2025年3月31日2024年4月1日

2025年3月1日

電話番号

決算期間中の
就労日数

手帳交付年月日
又は

手続き年月日(注)

処理内容手帳交付
年月日被共済者氏名被共済者

手帳番号

④決算日現在の
　被共済者数 ⑤共済手帳更新件数

上記内容に相違ありません。
作成担当者氏名 受払　　建太

870

決算期間

住　　所

（様式第029号）

No.1

加入・履行証明願受付に関するフロー

NO

YES

NO

手続き完了

YESまたは該当者なし

（下請への掛金充当・証紙交付のみの場合）

加入・履行証明願は受付けできません。

加入・履行証明願を受付けます。
各都道府県支部へご提出ください。

提出方法等は支部ホームページで確認してください。

注　意
各都道府県支部であらためて審査を行いますので、
証明書の発行を約束するものではございません。

下請への掛金充当または証紙の交付は適正ですか？Q1-2

下記手順に沿って計算し、手順1の《★1》と手順2の計算式の総額《★2》と比較してください。
《★2》が《★1》を上回っていますか？

Q3

手順2　退職給付拠出額等の計算をしてください。
・共済証紙購入額等 ： 共済証紙受払簿、掛金収納書等で確認
・電子申請による掛金充当額 ： 建設業退職金共済掛金納付・充当状況証明書等で確認
（1）電子申請方式において、自社雇用の被共済者に掛金充当した額 ・・・・・・・・・・・・ 　　　　円
（2）電子申請方式において、自社雇用の被共済者に元請が掛金充当した額 ・・・・・・・・・・・・・ 円
（3）共済証紙購入額 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 円
（4）前年度から繰越した共済証紙の額 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 円
（5）元請から現物交付された共済証紙の額 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 円
（6）下請に現物交付した共済証紙の額 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 円

計算式　　（1） ＋ （2） ＋ （3） ＋ （4） ＋ （5） ‐ （6） ＝　　　　　　　　　      円 《★2》

手順1 共済手帳受払簿に記載した被共済者全員の「決算期間中の就労日数」合計（下図様式第029号参照）を
 下記の①に記載し、計算してください。
 ※就労日数の確認のため、出勤簿（写）等をご提出いただくことがあります。

日 × 320円 × 10／12 =

※事務手続きに要する期間等を考慮し10/12を乗じていますが、掛金は就労日数に応じて
　納付してください。

YES

NO

YES NO

※このフローは典型的なパターンを示したものであり、
必ずしも全てのケースを網羅しているものではありません。

自社に被共済者はいますか？
（自社に被共済者がおり、かつ下請を使用するような共済
契約者については、YES・NO双方の適正履行の確認が
必要となります。）

Q1-1

下記に該当する方について、更新手続きはお済みですか？
・共済手帳の証紙貼付欄が満了
・次回更新時期を迎えた

※該当しない方については、更新の必要はありません。
　　　　 に進んでください。

Q2

＜電子申請による掛金充当＞
電子申請専用サイトから出力される「建設業退職金共済掛金納付・充当状況証明書」の
『⑤当期「被共済者に対する充当額（下請分）」』により、掛金充当実績が確認できること。
＜共済証紙現物交付＞
決算期間内で最も請負代金の大きい工事の「建退共制度に係る被共済者就労状況報告
書（建設業退職金共済証紙受領書を含む）」により、下請からの依頼に対して適正枚数の
共済証紙を交付し、下請の受領が確認できること。

〔　　　　　　　　　　　〕（小数点以下切上げ）《★1》〔　　　　　　〕

〔　　　　　　　〕
〔　　　　　　　〕
〔　　　　　　　〕
〔　　　　　　　〕
〔　　　　　　　〕
〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　　　　　〕

①

〔共済手帳受払簿・共済証紙受払簿は令和６年度より様式が変更となります〕

《共済手帳受払簿（様式第029号）》 《共済証紙受払簿（様式第030号）》
・各被共済者ごとに管理することとし、就労日数欄を新設。
・作成担当者氏名欄、決算期内の共済手帳更新件数を新設。
  ⇒出勤簿の提出が原則不要。
・処理内容の追加及び備考欄を新設。

・前期繰越証紙欄を移設。
・受入計、払出計、払出欄の貼付の内訳、手帳更新年月日、更新数の欄を削除。
  ⇒更新数の確認は共済手帳受払簿にて行います。

加入・履行証明願の申請に必要な主な提出書類　※「加入・履行証明願」以外の提出書類は、全て写しで結構です。

●加入・履行証明願
●共済手帳受払簿（様式第029号）

●加入・履行証明願
●共済手帳受払簿（様式第029号）
●共済証紙受払簿（様式第030号）

元請のみ提出が必要な提出書類
●建退共制度に係る被共済者就労状況報告書（建退共事務受託様式第２号）
　（建設業退職金共済証紙受領書を含む）
●工事別共済証紙受払簿（様式第032号）（建退共の求めに応じて提出）

電子申請方式証紙貼付方式（電子申請方式併用含む）

証紙貼付方式・電子申請方式 共通

（2024.01.180,000）

加入・履行証明願申請日までに
更新の手続きを行ってください。

●出勤簿　下図の新共済手帳受払簿使用の場合、原則不要（建退共の求めに応じて提出）。

様式についてはイメージであり、実際の様式と異なることがございますのでご了承ください。最新の様式については建退共ホームページの「各種申請書」よりご確認ください。

Q3
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（法律相談コーナー）

第179回　ハラスメントの聞き取りの問題と周知の必要性

会社としての対応の全体の概要
　ハラスメントの対応としては、①事実関係を確定し、②事実関係に基づいて
処分内容を検討し、③対象者を懲戒処分するという順序で行います。
　特に①については事実の調査をする必要がありますが、物的証拠がないもの
もあり、その場合には複数の人から聴き取りを行う必要があります。そのた
め、聴き取りの注意点をお伝えいたします。
調査の対象の選定
　ハラスメントが疑われる事情が発生した時には、誰にどのような事実を聴取
するかをまず検討する必要があります。被害者、加害者はもちろんのこと、目
撃者も聴取対象者となります。
　とはいえ、特にセクハラは、誰も目撃者がいない状況で行われるケースが多
く、その場合は、被害者、加害者以外に何も事情を知らないといったことも珍
しくありません。その場合は、直後に被害者が連絡、相談をした人といったよ
うになるべく直前直後の状況がわかる人を聴取対象者とするほかありません。
聴取の際の注意点
　事実を聴き取るにあたって、注意すべきこととしては、特定の事実があるこ
とを前提に先入観を持って質問をしてはならないということです。例えば被害
者が言っていることがすべて正しいと信じ込んで他の人に聴き取りを行うと、
反発して事実を話してくれないということもありますし、本来聞き取るべきこ
とを見落としてしまうということにもなりかねません。
　そのため聴き取りをするにあたっては、オープンな質問、すなわち、５Ｗ１
Ｈで時系列に沿うような形で質問をする必要があります。とはいえ、ハラスメ
ントの認定のために必要なことを聞き出せなくては意味がありません。そのた
め、事前に聞き出したいことは何か、その事実を話すうえで必要な質問は何か
を事前に想定しておく必要があります。
再発防止とハラスメントについての周知の重要性
　ハラスメントに対する意識は、会社としては十分にシステムが構築されてい
たとしても、個々の従業員の意識がまだついて行っていないということは往々
にしてあります。そういう意識であれば、従業員が本来ならばハラスメントに
該当する行為を見たり聞いたりしたときに、会社に報告がなされない、会社が
調査しても十分な協力が得られないという事態になってしまいます。
　従業員に対する意識向上のためにも、研修はもちろんのこと懲戒をしたハラ
スメント事例については周知を行い、会社内の規律意識を高めることが必要と
なります。とはいえ軽微な事案において、事案の詳細まで公表してしまうこと
は、当事者の名誉を害することとなるため、事案の概要のみに留めるのがよい
といえるでしょう。
さいごに
　このようにハラスメントの問題は、様々な手順を踏まなくてはなりません。
とはいえ、ハラスメントの問題を放置することはもってのほかです。事案に
よってどういう順番で事実調査を行うか、どのような質問をするかは変わって
きます。そのため、事前に弁護士等の専門家に相談することはもちろんのこ
と、聴取そのものを依頼するということも推奨いたします。

〇回　　答〇

弁護士　小林裕彦
（岡山弁護士会所属）

昭和59年一橋大学法学部卒業後労
働省（現厚生労働省）入省。平成元
年司法試験合格。平成４年弁護士
登録。会社顧問業務、企業法務、訴
訟関係業務、行政関係業務、破産
管財人、民事再生監督委員、地方自
治体包括外部監査業務などを主に
取り扱う。

●相談内容●
　当社でセクハラが疑われるような事例が発生したとの内部通報がありました。このことについて会社としては懲戒処分に
向けてどのように対応すればよいでしょうか。
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（登録試験のお知らせ）

【建設業経理検定試験】

上 期 建設業経理士検定試験（１級・２級）

受 験 申 込
受 付 期 間

令和7年5⽉13⽇（⽕）〜6⽉12⽇（⽊）［消印有効］
申込書は５⽉13⽇（⽕）から配布いたします。

試 験 ⽇ 令和7年9⽉7⽇（⽇）

合格発表⽇ 令和7年11⽉14⽇（金）

下 期
建設業経理士検定試験（１級・２級）
建設業経理事務士検定試験（３級・４級）

受 験 申 込
受 付 期 間

令和7年11⽉11⽇（⽕）〜12⽉11⽇（⽊）［消印有効］
申込書は11⽉11⽇（⽕）から配布いたします。

試 験 ⽇ 令和8年３⽉8⽇（⽇）

合格発表⽇ 令和8年５⽉8⽇（金）

受 験 資 格
どなたでも、ご希望の級・科目から受験することができます。
ただし、１級（科目）と他の級の同⽇受験はできません。

申 込 方 法 令和７年度上期試験より申込方法がインターネットのみとなりました。
※インターネット申し込みは下記実施機関にお問い合わせください。

１級（１科目） 8,120円  １級（２科目）11,420円  １級（３科目）14,720円
２級 ………  7,120円  ３級 ………  5,820円  ４級 ………  4,720円
２級・３級… 12,620円  ３級・４級… 10,220円

【建設業経理事務士特別研修】

特別研修につきましては建設業振興基金のホームページをご確認ください。
 https://www.keiri-kentei.jp/training/

【実施機関・お問合せ先】
   ⼀般財団法⼈建設業振興基金   TEL（03）5473−4581
   東京都港区⻁ノ門４−２−12   https://www.keiri-kentei.jp/

（登録試験のお知らせ）

令和7年度建設業経理検定

受 験 料
(消費税込)

※この特別研修は講習と検定試験とを組み合わせて実施するもので、研修最終⽇に行われる検定試
験に合格すると４級または３級建設業経理事務士の資格が取得できます。
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（建設業福祉共済団からのお知らせ）
 

（公財）建設業福祉共済団からのお知らせ           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

◆「建設共済保険」の他にも次のような事業を行っています。  
[育英奨学事業]  
被災者（死亡および障害・傷病３級以上）の子供に対して、要保育期間および 

小学校から大学までの在学期間中、返済不要の奨学金を継続して給付します。 

＜法定外労災補償制度＞ 

建設共済保険は労働者と企業のリスクをカバーします！ 
（年間完成工事高契約） 

 [労働安全衛生推進事業] 
●安全衛生用品の頒布 

●女性専用トイレ・更衣室導入費用の助成 

●安全衛生推進者表彰  等  

◆建設共済保険は、建設業界の声を受けて生まれた制度です。 
建設共済保険は、建設業を対象にした法定外労災補償制度の創設を望む建設業界の声を受け、昭和４５年に全国建設業

協会と建設業福祉共済団が特約を結び、建設省(現：国土交通省)及び労働省(現：厚生労働省)の認可を受けてわが国で初め

て創設された制度です。 

運営団体の建設業福祉共済団は平成２５年度に公益認定を取得し、公益財団法人としてより一層の労働者の福祉の向上

や建設業の更なる発展等を目指し運営しています。また、当共済団は、各都道府県建設業協会の賛助会員であり、事務委

託契約を結んで建設共済保険の普及促進を行っています。 

１．加入対象企業 
国土交通大臣または都道府県知事の建設業許可を取得している建設業者であれば加入いただけます。 

２．補償の対象となる方 
保険契約者が施工する元請・下請工事現場に就労する、自社および下請会社に雇用される労働者（アルバイト等を含みま

す。）を無記名で補償します。 

※保険契約者である事業主(労災保険の特別加入をすることができる方(従業員 300 人以下の場合)）も補償対象となります。 

※役員、事務職員等の方は追加加入いただけます。詳しくはお問い合わせください。 

３．保険金をお支払いする場合 
労災保険法に定める業務上または通勤途上の災害により、死亡、障害の１級から７級、または傷病の１級から３級に該当し

た場合です。 

 

 

 

建
設
共
済
保
険 

 

【企業が負担する諸費用の補償】 
慰謝料、原因調査費、訴訟関係費、安全教育費 

現場停止・指名停止期間の人件費      等 

（入院・通院、休業補償、葬祭料等、被災者への追加補

償に充てていただくこともできます。） 

【被災者の上乗せ補償】 

死亡、障害１～７級、傷病１～３級 

  

【被災者の補償】 
死亡、障害１～１４級、傷病１～３級 

療養(入院、通院)、休業補償、葬祭料    等 

諸費用補償(企業防衛) 

被災者補償(労働者福祉) 

国の労災保険による補償 

【建設共済保険の特長】 

①建設業における自主的な共済保険で掛金が安い 

②災害発生時に企業が負担する諸費用も補償 

③契約者割戻金制度で掛金負担が軽減 

④同一事故で多数被災した場合でも補償額の上限なし 

⑤元請・下請を問わず無記名で補償 

⑥代表者(保険契約者)も補償(従業員 300 人以下の場合) 

⑦経営事項審査において１５点の加点 

【年間掛金の目安】 
保険金区分合計 1,000 万円 

（被災者補償保険金  500 万円） 

（諸費用補償保険金  500 万円） の場合 

完工高 土木一式工事 建築一式工事 

1 億円 33,440 円  12,760 円  

2 億円 59,280 円  22,620 円  

5 億円 125,400 円  47,850 円  

10 億円 220,400 円  84,100 円  

50 億円 874,000 円  333,500 円  

保険金区分合計を 2,000 万円、3,000 万円、4,000 万円、

5,000 万円とする場合は、それぞれ上記掛金の 2 倍、3 倍、4

倍、5 倍となります。 

                                  取扱機関 

公益財団法人 建設業福祉共済団          一般社団法人 岡山県建設業協会 

ご契約に関するお問い合わせ    ０１２０-９１３-９３１       Tel ０８６-２２５-４１３１ 
その他のお問い合わせ       ０３-３５９１-８４５１       

 URL:https://www.kyousaidan.or.jp/ 検索 
 

建設共済保険 
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（建設業総合補償制度のご案内）
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（岡山県からのお知らせ）

自転車の安全利用促進について自転車の安全利用促進について

岡山県交通安全対策協議会

「自転車は車の仲間。ルールを守って乗りましょう！」
～５月は自転車月間です～

　岡山県内では、自転車が関係する交通事故で、令和６年中に前年に比べて５人多い11人の尊い命が失わ

れるなど、依然として厳しい状況にあります。

　自転車は、便利で環境にも優しい乗り物ですが、車の仲間です。責任を持って交通ルールをしっかり守

ることはもちろん、歩行者や他の車両の迷惑にならないよう安全に利用してください。乗車前には、ブ

レーキのきき具合やライトの点灯状況、反射材が付いていることなどを確認してください。

　令和５年４月から道路交通法が改正され、自転車乗車時のヘルメットの着用は努力義務となっていま

す。ヘルメットを正しく着用した場合、非着用時と比べて交通事故による致死率が減少します。万が一の

事故に備え、被害軽減を図り、命を守るため、必ずヘルメットを着用してください。

　また、自転車が加害者となる交通事故により、裁判において、高額な賠償命令が出される事例が多くみ

られます。岡山県では、令和６年３月22日に「岡山県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」が

制定され、10月１日から自転車損害賠償責任保険等の加入が義務化されています。万が一の加害事故に備

え、自転車損害賠償責任保険等へ加入しましょう。

＜自転車安全利用五則＞

　１　車道は原則、左側を通行

　　　歩道は例外、歩行者を優先

　２　交差点では信号と一時停止を守って、安全確認

　３　夜間はライトを点灯

　４　飲酒運転は禁止

　５　ヘルメットを着用
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